
 

～今回の事務所ニュースの内容～ 
 
                                    
 

 

Ⅰ.４月支給分の給与計算をする際は、社会保険料にご注意ください！ 

令和３年度 保険料率改定 
◎健康保険料率・介護保険料率 3 月分（4 月に支給する給与）から変更になります 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎厚生年金保険料率 変更なし１８.３％(被保険者負担割合９.１５％)
◎子ども･子育て拠出金率（会社負担分のみ） 変更なし（4/1 現在）０.３６% 

  
 

◎雇用保険料率（令和２年度と同じです） 
事業の種類 ① 従業員負担分 ② 事業主負担分 

一般の事業 3/1000 6/1000 

建設の事業 4/1000 8/1000 

 
 
Ⅱ. マイナンバーカードの健康保険証利用について 

身分証明書、オンライン確定申告、住民票等のコンビニ交付などができる『マイナンバーカード』が、2021 年 

3 月から健康保険証としても利用できるようになりましたが、残念ながら保険証として利用できる医療機関は 

まだわずかなようです。試行運用でもトラブルがあり、本格運用は 10 月頃に先送りとなっております。 

「2023 年 3 月末には概ね全ての医療機関等での導入を目指す」との目標を掲げています。今後、病院

窓口にマイナンバーカードを保険証として利用するための『顔認証付きカードリーダー』を目にする機会が増えて 

くる事でしょう。 

 

 

 

 

都道府県 健康保険料率 前年比 被保険者負担割合 
介護保険料率 

（被保険者負担割合） 

千葉県 9.7９％ ↑ 48.95/1000 
1.80％ 

（9.00/1000） 

前年比：↑ 

東京都 9.8４％ ↓ 49.20/1000 

埼玉県 9.8０％ ↓ 49.00/1000 

茨城県 9.74％ ↓ 48.70/1000 
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※保険証として利用するためには、事前の利用

申込が必要です!  

Ⅰ.健康保険料率変更 Ⅱ.ﾏｲﾅｶｰﾄﾞ保険証利用 Ⅲ.同一労働同一賃金 

Ⅳ.脱ハンコ Ⅴ.改正高年齢者雇用 Ⅵ.看護介護休暇の時間取得 

Ⅶ.障害者法定雇用率変更 Ⅷ.祝日変更 



Ⅲ．同一労働同一賃金 
2021 年 4 月 1 日から中小企業においても「パートタイム・有期雇用労働法」が施行され、

正社員と非正規社員（パートタイマーや有期雇用の契約社員など）の間の不合理な待遇差の解消

「同一労働同一賃金」が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

                       

 

 
 

法律の内容としては、正社員と非正規社員間の待遇格差の是正（同じ仕事内容であれば、同じ賃金が支払われる 

べきという考え方＝同一労働同一賃金）の他に、非正規社員への待遇に関する説明の義務や正社員へ転換する 

チャンス（就業規則に転換制度を記載するなど）を整えることを求めています。 

 

 

 

Ⅳ. 「脱ハンコ化」の流れを受けて書類の押印が不要になっています 
デジタル化が進む中、また、コロナ禍でテレワークが浸透した際に障害となっていたことも後

押しとなり、押印文化の見直しが急速に進み、各役所に提出する書類については、原則押印不要

となりました。入退社・扶養の異動、算定基礎届などよくある手続きは押印不要となります。 

 注意！ 

 ＜労災＞ 労災の書類で医師証明が必要な場合も、証明は必要ですが押印は不要です。 

 ＜健康保険＞ 傷病手当金も医師の証明は必要ですが押印は不要です。 

  

引き続き押印が必要な書類 

 ＜雇用保険＞ 適用事業所設置届・各種変更届・高年齢雇用継続給付初回の手続き など 
  ＜厚生年金＞ 保険料口座振替納付申出書 

 
※許認可申請につきましても、押印不要が増えていますが、行政書士に委任する際は 

   委任状（押印必要）が必要です。 

賞与 

同一の貢献をしているのに、正社員のみ 
に支給 
有期雇用社員のほうが算定方法が低い 通勤手当は正社員のみに支給 

有期雇用社員には減額支給 

 

通勤手当 



 

Ⅴ.改正高年齢者雇用安定法が施行されます！ 
 

 

 
  
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

〈対象となる事業主〉 
・定年を６５歳以上７０歳未満に定めている事業主 
・６５歳までの継続雇用制度（７０歳以上まで引き続き雇用する制度を除く）を 

導入している事業主 
 

 

 

 

 

  

         
 
 
Ⅵ．介護・看護休暇が時間単位で取得可能に！ 
 

『家族の介護休暇や子の看護休暇が時間単位で取得できるようになりました』 
育児・介護休業法が令和 3 年 1 月 1 日に改正され、今まで日単位または半日単位の取得とされていた 

介護・看護休暇が時間単位で取得できるようになりました。 

今後は 1～2 時間で終わるような通院の付き添いや介護サービスの手続きのための休暇が時間単位で取得

できるため柔軟な利用が可能となります。 

なお、同制度の運用には就業規則（育児・介護休業規程等）への記載が必要となります。 

① ～ ⑤のいずれかの措置を講じるよう努める必要があります 

働く意欲と能力を持つ高齢者が年齢
にかかわりなく活躍できるように 

① ７０歳までの定年引上げ 
② 定年制の廃止 
③ ７０歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延⾧制度）の導入 
④ ７０歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 
⑤ ７０歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

a. 事業主が自ら実施する社会貢献事業 
b. 事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業 



Ⅶ．障害者の法定雇用率が変更になりました。 
 

～誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現を目指して～ 

 障害者の法定雇用率が引き上げになりました  

▶3/1 から、障害者の法定雇用率、対象事業主の範囲が変更になりました。 

 

 現行 令和 3 年 3 月 1 日以降 

法定雇用率 2.2％ 2.3％ 

事業主の範囲 従業員 45.5 人以上 従業員 43.5 人以上 

 

従業員 43.5 人ごとに 1 人以上の障害者の方を雇用する必要があります。 

◆ 対象となる事業主は、毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しな 

ければなりません。 

◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任するよう努めな 

ければなりません。 
 

 

Ⅷ．祝日の変更にご注意！ 
 

  開催の有無は未定ですが、東京２０２０オリンピック・パラリンピック開催にあわせて 
今年２０２１年も祝日の移動があります。ほとんどの市販のカレンダーは対応されていな 
いようですのでご注意願います！ 

  

※8/9（月）振替休日になります 

 

 

  
 

 

祝日名 例年  ２０２１年の特例措置 

海の日 ７月の第３月曜日 ▶ ７月２２日（木） 

スポーツの日 １０月の第２月曜日 ▶ ７月２３日（金） 

山の日 ８月１１日 ▶ ８月 ８日（日） 

お気軽にお問合わせください! 

社会保険労務士法人・行政書士  やまもと事務所 

〒277-0832 千葉県柏市北柏三丁目５番地５－１０１ 

TEL 04-7160-3235  

https://www.office-yama.jp 

info@office-yama.jp 


